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直接原価計算の価格決定機能
溝 口 雄
Ⅰ
経営管理中重点がコントロールからプランニングへ移行するにつれて,｢直接
原価計算｣の意義が前面に立ちあらわれつつある｡しかし,直接原価計算に対l
する学界ならびに実務界の反応は明らかであるにもかかわらず,その実務-の
全面的適用についてはな疑念がもたられている｡
直接原価計算に対する不信の根拠は,.多くの場合にその財務会計的機能にあ
る｡これは直接原価計算の全面的適用の可能性という点からすれば,キメ手に
なるともいえる｡ この点については,私自身最近論ずる機会があった(拙稿,直
接原価計算の財務会計機能,会計,第86巻第3号,昭･39)｡ そこで,今回はこの面
の問琴にはふれない｡
直接原価計算の機能が,伝統的な全部原価計算との対比において積極的に支
持されるのは,その管理的側面である｡とくに,経営の方針決定との関係にお
いて,その意義が高く評価せられている｡
しかし,この領域においてもなお ｢価格決定｣については,直接原価計算の
普遍的妥当性に対する批判的見解が存する｡この種の批判は基本的なものであ
り,直接原価計算の出現の当初からすでに論議の対象となっていた｡その意味
において,これは直接原価計算の経営計画ないし方針決定領域-の導入にあた
って克服すべき大きな障碍である｡
いうまでもなく,直接原価計算が従来の伝統的全部原価計算に全面的に代り
うる完結的原価計算システムであるためには,それは原価計算の基本的かつ根
源的な目的の-つである価格決定におけるその全面的妥当性を自ら論証しなけ
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ればならない｡
本稿は問題の展望とその解決への試みを課題とするものである｡
Ⅰ
この問題はわが国の学界ではこれまでそれほど目立って論ぜられていないが,
現実には価格決定問題はきわめて重要である｡アメリカにおいては,直接原価
計算に関連してとり上げられることが少なくなかった｡そこで,われわれはま
ずアメリカの文献を素材として問題を解明したいと思う｡
直接原価計算の価格政策および原価補償における機能に対する批判的見解の
一つは,-プワースによるものである｡
彼は価格政策,操業政策における直接原価計算による限界分析は本質的には
短期的であり,その結論は短期にのみ妥当すると論じている｡ この点について
の彼の論証は重要であり,ここに引用するに値いする｡その要点は次のようで
ある｡(S,R.Hepworth,DirectCosting-TheCase-AgainstH,AccountingReview,
January1954,p･97･)
すなわち,短期においては,一般に企業に投下された同定的生産設備に何ら
の変更も認めない一定期間が意味される｡ 長期的にみれば,製品の価格決定に
あたってもっぱら変動単位原価のみを考慮するような企業が,長期的投資の投
資価値を消耗し,継続事業として存在し得ないのは明らかである｡ 長期的には,
総収益が総費用に等しいか,それを上廻ることは,もし名目資本が無傷で維持
されるべきであるとすれば,不可欠である｡
このことから,企業の固定費を無視することは,他面において,短期的諸問
題の決定に際して直接原価計算が変動費に重点をおくことが必要であるにして
ち,一つの危険を意味するというのである｡
この批判に対して,直接原価計算論者の一人ニールセンは,価格決定におけ
るその優位性を明らかにしている｡彼の見解を要約すれば次のようである｡
(0･Neilsen,DirectCosting- TheCase"For",TheAccountingReview,January
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1954,p･91･)
企業利益は,個々のプロダクトの原価引下げだけからでなく,製造間接費を
全体的に補償することからも生ずる｡製造間接費を製品別に配賦することは,
個々のプロダ9.トとの関係を跡づけ得ないようなコス トの結合的性質 (ioint
nature)を不明確にする｡これに対して,直接原価計算ではこのような跡づけ
得ないコス ト(non-traceablecosts)を不分割の形態で,一定の期間に威課す
ることは,個々のプロダクトの収益貢献度の分析を支持するものであるという｡
このプロダクト別の収益貢献度の分析はいわゆる ｢限界利益率｣に基づいて
行われる｡要するに,ニールセンは原価補償の問題を,先ず二つの側面,すな
わちプロダクト･コス トとピリオ ド･コス吊こおいて,別個の原則の下に区分
して取り扱い,しかる後にこれら二つのコスト･グル-プの双方を包括する全
体コス トの補償に接近すべきであると考えているのである｡
この思考は疑いもなく同時に経営の価格政策に密接な関係を有している｡す
なわち,直接原価計算がその価格政策上の役割において,部分補償のみを狙っ
ているものではなく,たんに従来と異なった仕方で全体コス トの補償を狙って
いるのだ,というニールセンの見解は正しい｡
直接原価計算に基づく価格琴策がとにかく短期的コス ト補償に陥りやすいと
いう危険は認められないではないが,これを部分補償と結びつけて短期的と断
ずるのは,検討を要するであろう｡
Ⅱ
しかし,このことによって直接原価計算の価格決定機能に対する懐疑は解消
しうるだろうか｡これに対して解答はなお消極的にならざるを得ない｡ここで
われわれは直接原価計算論の思考をさらに拡充して述べる必要がある｡
費用補償一 価格決定- 価格政策の一連の問題群をとり上げる場合に,今
日の市場経済においては,｢測定された原価｣に基づく売価の決定は相対的に意
義がうすい｡というのは,価格が一般的には市場において個別企業の意志をは
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なれて決定され,それが個別企業にはたんに所与のものであるにすぎないから
である｡
このような事態の下においては,個別企業は与えられた価格と原価との巾を
収益稼得力として個別製品について調査し,これを主たる指標として製品選択,
組合せを決定することが必要で,それが現代における価格と原価をめぐる価格
政策の在り方である｡ いわば,｢原価の価格への通用 (application)｣であり,こ
こでは ｢利益計画｣目的が上位概念となる｡
この目的のためには,直接原価計算による ｢限界利益｣の概念と,他方にお
ける ｢期間原価｣の概念が重要なのである｡このような思考によって;原価と
価格との関係についての問題が,従来のように狭い範囲で理解されるのとは違
って,総合的全経営的利益計画というより広い視野のもとに扱われ,そとにそ
の現代的な意義が認めらるべきである｡
しかし,それにもかかわらず,すなわち現代の価格が市場のメカニズムによ
って個別企業の意志に依存せずに決定されるという事実においても,なお個別
企業が実際の売価を決定するにあたって原価の測定を基礎にすべきであるとい
う主張は,とくに実務界において依然として強い｡
それは ｢基準としての売価｣の決定ということであり,これと市場価格との
対比を通じて現実q)売価が決定されるというのである｡その限りにおいて,直
接原価計算に対する不信は残るわけである｡このような不信感はとくに トップ
･マネジメント層にみられる｡というのは,価格決定は彼等の思考においては
事前計算としての損益計算に非常に密接に結びついており,その結果として事
後計算に`際して全部原価に基づく製品単位あたりの利益貢献額を重要視するか
らである｡直接原価計算はトップ･マネジメントのこの要求に応じ得ないよう
にみえる｡それはこの新しい原価計算方法の適用における根本的障碍の一つで
ある｡
直接原価計算の価格決定機能に対して疑いをもち,あるいはこれをその最大
の弱点と考える直接原価計算論者も多い｡少なくとも,大部分の直接原価計算
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論者はこの点については消極的な態度をとってきた｡
しかし,最近に至ってこのような傾向に対してN･A･Aのグループのうち
に積極論を唱える論者が次第にあらわれている｡ たとえば,W ･ライ トとかK
･クヌッツェンなどがそれである (WilmerWright,DirectCostsarebetterfor
pricing,N.A.A.Buleti去,April1960,pp.17ff.Ditto,DirectStandardCosts,1962.
KennethKnutzen,UsingDirectDostlnformationforPricing,N.A.A.Bulletin,August
1962,pp･39fE.)私自身もライトの所論を援用して積極論への関心を示したこと
がある (溝口,直接原価計算と価格決定,税経通信,昭･35,11月及び12月号)｡また,
極 く最近の小林健吾助教授の所論 (小林健吾,市況価格と原価資料,企業会計,罪
16巻,第7号,昭 ･39)も注目すべきものである｡
ところで,これらの直接原価計算の価格決定機能に関する積極論は当然に伝
統的全部原価による方法-の批判から出発する｡われわれはすでにこれについ
て現在の一般的価格機構に関連して多少は言及したが,さらに次節において異
なった観点からこれを究明しておきたいと思う｡
Ⅳ
全部原価計算を利用する場合には,計算者は製造間接費配賦に関心を集中す
る｡この製造間接費配賦額は主として操業度に依存する｡その結果として,企
業は操業の低下するときに販売価格の引上げによってその市場占有率を縮小し,
他方一時的な操業度の昂騰時に,価格の引下げによって,過去の操業不足時の
損失を回収すべきチャンスを失うというおそれがある｡
そこで,多くの企業はこの問題を,長期的予定操業度の間接費配斌率を用い
ることによって解決しようと試みている｡すなわち,生産量に依存せずに発生
する固定費を,短期的操業変動を均衡せしめるに足る程度の長期間を通 じて生
産物単位に割り当て,そしてこの全部原価としてのプロダクト･コス トによっ
て,その価格決定における弱点を克服しようと意図するのである｡
しかもなお,原価計算担当者は トップ･マネジメントに,所与の競争状態に
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適合する最適価格の選択にあたってなんら適切な原価情報を与え得ない｡なぜ
ならば,異なった価格をもった個々の注文について比較可能な全経営的考慮の
下にあるコス トと利益の算定を行うことは,あまりにも多くの労力を要するか
らである｡
以上は主として前掲論文におけるライトの所論によるものであるが,要する
に全部原価による価格決定の欠点は,製造間接費ならびに販売間接費,一般管
理費の製品別-の窓意的配賦にある｡ こめ難点はたとえ長期的にみても除去す
ることはできない｡また,長期的に各生産物単位に決定した正常配賦率は凝固
的となり,実際に生ずる売上の品種構成の変動に対 して弾力的に修正され得な
い｡
価格決定においては,少なくとも全部原価格計算に伴うこのような混乱と複
雑さとを除去し,コスト･インフォメイションを原価計算に不慣れな幹部にも
的確に理解させることが必要である｡この点においては,直接原価計算の優位
性について明らかな根拠がある｡
だが,その積極論に入るに先立って,予備的な問題として,直接原価計算の
計算構造,とくに期間原価の取扱いについて少しくふれておかなければならな
い｡
初期の直接原価計算論では,期間原価は漠然と会計期間に負担させるという
ことだけが述べられていた｡財務会計的観点ではそれでよいわけであるが,こ
の原価計算の管理的側面をみる場合には期間原価の処理は重要な問題なのであ
る｡
期間原価が,プロダクトには配斌されないというのは,それが個別のプロダ
ク トの単位当りには配賦されないということを指すだけであって,それ以上の
ものではない｡方針決定にあたっては,そのテーマのいかんによって,これが
なんらかの基準で区分されることは,むしろ必要なので■ぁる｡
近年アメリカあるいは西独において固定費の区分処理に関する論説があらわ
れるに至ったのは,直接原価計算の深化の傾向としてうけとることができる｡
直接原価計算の価格決定機能
｢期間計画｣としての利益計画ならびにこれに結合した価格決定においては,
期間原価の製品系列別あるいは事業部別の期間原価の区分把握は不可欠である
と思われる｡
ライトは,標準的な直接原価計算制度を用いる場合には,期間原価は少なく
とも年に一度は利益計画の作業の一部分として,プロダクト別又はプロダクト
･グループ別に配分されるが,それは計画上の生産高ないし売上高 ミックスに
対して総額として (intotal) 配分されるのであって,製品単位あたりに割り
当てられる (unitized)のではないとしている｡(Wright,opcit･,p･21･)
期間原価のこのような処理によって,直接原価計算が固定費を軽視している
のではない かという従来の疑惑に対して或る程度の解答を与えるとともに,全
経営的期間利益計画と製品系列別売価基準測定を併せて行おうとするのである｡
Ⅴ
ライトの提唱する基準価格決定方法はきわめて示唆に富んでいるので,本稿
Z
???
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においてもふたたびこれを素材として取扱いたいと思う｡ ただし,具体的な数
字を使った例示は前掲の拙稿にも紹介したので,ここでは省略し,その主旨だ
けを明らかにしておく｡
上の表は,或る年度のプロダクト･ライン別の利益計画の総括表である｡
注意すべき点は,期間原価がプロダ9.ト･ライン別に区分把握されているこ
とと,限界利益から期間原価を控除した営業利益を同じくプロダクト･ライン
別に測定された使用資本額で除して使用資本利益率の表示を行っている点であ
る｡
プロダクト･ライン別の第 1次的利益計画案の結果として出てきた使用資本
利益率が検討され,それが望ましくなければ,利益計画の組直しが要求される｡
あるいは,必要な使用資本利益率が予め提示され,それを目安に計画を練ると
いうことも予想される｡
最も合目的的なセールス･ミックスの決定は,各プロダクトごとの限界利益
率を指標として行われる (この場合に販売価格は現実の競争価格の予定額ということ
になるであろう)｡ しかし,総合計画の最終的決定に必要なのは,･限界利益では
なくして使用資本に対する営業利益の比率である｡
そして,個々の製品品目の基準売価 (targetprice)は,その直接原価に一定
のマ-クアップ率を乗じることによって算定される｡
各プロダクト･ラインの平均のマークアップ率は,総合利益計画の決定によ
って直ちに決まる｡すなわち,
-ークアップ率-詰 責 千
ということになる｡
このマークアップ率を用い,当該製品の直接原価×マークアップ率-基準売
価,というように個々の製品の基準売価を定めて,営業部門が行動すれば,総
体として所期の使用資本利益率が確保されることになる｡いうまでもなく,個
個の品目別の競争価格は基準売価とは一致しない｡あるものの競争価格は基準
売価よりも低く,またあるものはその反対になるであろう｡ しかし,当該プロ
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ダクト･ラインの全体を通じてみれば,すなわち個々の差異額を相殺すれば,
両者の水準は一致しているはずであるO というのは,この構想がもともと期間
的利益計画を出発点とし,したがって各品目の予定売価 (競争価格に近い)杏
前提としているからである｡ そこで,売価決定の権限をもつ営業部門責任者は
現実の取引値格,すなわち売価を,測定された基準売価と市場価格との関係を
総合的に均衡せしめるように決定する必要がある｡
■
なお,同一のプロダクト･ラインに属する個々の製品の直接材料費と直接加
工費との比率が一定でなく,そこにかなりのバラツキがある場合には,マーク
アップ率を材料費と加工費について区別するこItが考えられる｡ ライト自身は
そういう場合を想定して論述しているのである｡
前掲の利益計画表における数字が,たとえばY製品系列について,目標売上
高20,400,000弗,直接材料費8,000,000弗,直接加工費6,000,000弗,期間原価
総額4,000,000弗,使用資本12,000,000弗であるとすると,限界利益6,400,000
罪 (限界利益率32.3%),営業利益2,400,000弗,したがって使用資本利益率は
20%となる｡
この使用資本利益率20%を確定した利益計同上の目標利益率と考えれば,こ
れを達成する個々の品目の基準売価は,直接材料費と直接加工費について以下
のようにして定められたマークアップ率によって計算されることになる｡/
いま材料の回転を年 2回とすれば,直接材料費基準のマークアップ率は 1,1
といえる｡それは年間に材料に投ぜられた資本に20%の利益を保証するからで
ある｡
したがって,予定売上高の総額から,直接材料費基準の回収分 8,000,000弗
×1,1-8,800,000弗を差し引いた残額を直接加工費総額で除して,(20,400,000
罪-8,800,000弗)÷6,000,000弗-'1,93という加工費基準のマ-クアップ率を
求めることができる｡
ライトによって示されたこの二元的マークアップ率の構想は注目すべきもの
と思われる｡ そこには,加工度の高いもの (すなわち加工費の大なるもの)は
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ど付加価値率は高くてしかるべきだという理解が根本にある｡これによって,
外注品に再加工を行った場合と,内作品の場合との計算の区別が合理的基準を
見出すことになるであろう｡
Ⅶ
ライトの提案は直接原●価計算の価格決定機能について積極的な論拠を示すも
I
のとして高く評価せらるべきである｡ しかし,同時に数多くの問題を含んでい
ることも事実である｡ それらは計算技術的側面の問題であったり,直接原価計I
算の特質とその限界を想わせる問題であったり,さらには新たな問題の展開の
端初をなしている｡
第 1の問題は,総合的期間利益計画を前提としている点にある｡目標使用資
本利益率を全経営について画一的に決定せず,プロダクト･ライン別に扱って
いることは現実性があってよいと､いえるのであるが,各プロダクト･ラインの
売上高を予定しなければ使用資本利益率が目標として最終的に確定され得ない
ということに一つの限界がある｡
このことは,先に使用資本利益率の目標値を決定しておいて,それから遡っ
て売上高を決定しようとする場合にも結局同じである｡ というのは,いずれの
場合でも,個別品目についての直接材料費,直接加工費を知る必要があるから
である｡
前掲の利益計画表における直接材料費,直接加工費は総額において示されて
いるが,それは個別品目別の売上高の決定とと.もに,同様に個別的に算定され
▼
たものの集積であり,いわば或るセールス ･ミックスの上に立った数字にすぎ
ない｡もし,強いてこれらの原価数値を総額として決めようとすれば,それに
はこのセールス･ミックスを固定することを承認しなければならない｡
いずれの場合にしても,とにかく,原価を基準として決定しなければならな
い価格を,先に或る程度見積っておかなければならない (それは競争価格)と
いう矛盾を含んでいるのである｡ ただ,総合計画の設定後に,その枠から外れ
直接原価計算の価格決定機能 ll
ずに個別の売価決定処理に当って,簡明な基準が提供されるという点にライト
的方法の意義があるといえる｡
第 2の問題は,ライトの方法の重要な特長であるところの期間原価のプロダ
クト･ライン別区分である｡ -これは実際問題として,それほど単組ではない｡
期間原価には製造上のコス ト,販売 ･一般管理活動に伴うコス ト等の別があり,
さらにそれらのうちにも細かい性質の異なったグル-プがある｡ それをどのよ
うにして,窓意性を排除して,区分するかが明らかにされなければならない｡
第3に,同様に計算上の問題として,プロダクト･ライン別の使用資本額測
定の方法があげられる｡各プロダクト･ラインが空間的にまた職制的に区別さ
れている場合には,或る程度の可能性があるが,そうでなければここにも共通
使用資本額の配分 ･割当といった面倒な問題が入り込むであろう｡
さらに,使用資本額は売上高の函数でもあるので,利益計画では理論的には
両者が同時的に決定されなければならない｡
第4の問題は,第 2の問題として指摘した期間原価の売上による回収の関係
である｡ 直接原価に対するマークアップの方式は結局実質的には固定的製造間
接費をも期間原価のブロックのうちにこれを含めて,総体として限界利益の総
額から賄おうとするものであることを正しく知る必要がある｡ただし,限界利
益によって回収さるべき期間原価の性質別の順序については今後さらに究明し
なければならない｡
第5の問題は,このようにして行う基準売価の決定が,結局のところやはり
短期的視野の範囲にとどまっているのではないかという点である｡
いうまでもなく,価格決定には,長期的経営方針,長期計画という側面の働
きかけもときには極めて重要である｡ ライトは,直接原価計算的価格決定方法
は,使用資本に対する利益率という要因をとり入れることによって,短期的価
格決定と長期計画との現実的な検証を可能 とすると主張 (Wright,opcit･,pp･
20-1.)しているが,それだけでは不完全である｡ 使用資本額の予定は長期的方
針からの影響をうけることは事実であるが,他面既述のように,短期的売上予
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定と相互依存の関係にあるので,使用資本概念の利用だけで単純に長期計画を
可能にするなどとはいえないであろう｡
もっとも,われわれは他面に,全部原価に基づく従来の価格決定に,多くの
論者の主張するような長期的観点がどの点に認められるかを探ってみるべきで
あるかもしれない｡そして,直接原価計算がその批判を斥けうるかどうかをな
お究明する必要がある｡ 長期問題に対する直接原価計算の活用は今後に残され
た重要なテーマである｡
